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車線数，車線幅員などの道路構造は，旅行速度をはじめとする道路交通性能に大きな影響を与える．近

年，ETC2.0 の普及により，幹線道路を走行する車両のプローブデータの取得が進み，道路交通性能を詳

細に把握することが可能となってきた． 
そこで本研究では，直轄国道における道路構造と速度の関係から，速度に着目した性能目標の設定と

ETC2.0 プローブ情報を利用し，交通性能の把握を試みた．この結果より，交通量，旅行速度，traffic pow-
er という指標値の関係から目標性能設定の考え方を提案するとともに，道路構造と速度の関係から性能目

標達成のための道路構造条件に関する知見を整理した． 

 

     Key Words: ETC2.0 probe data,quality of service,speed-flow relationship 
 

 

1. はじめに 

 

本研究は，研究蓄積が進む性能照査型道路計画設計手

法について，幹線道路における道路交通性能把握を試み，

その結果に基づいて，今後の実務へ向けた考察を行うも

のである．具体的には，近年，蓄積が進む ETC2.0 プロ

ーブ情報を利用し，直轄国道における道路構造と速度の

関係から，速度に着目した性能目標の設定と交通性能の

把握を試みる． 

性能照査型道路計画設計手法については，中村ら1)が

性能照査型道路計画設計手法の全体コンセプトと体系化

にあたって開発すべき技術的検討課題を述べている．性

能照査型道路計画設計手法は，機能に対応した性能を実

現するために必要な道路構造と交通運用の組み合わせを

柔軟に採用するものとされ，性能照査型道路計画設計の

概略フローは図-1 の通りである．技術的検討課題につ

いては，次の 6点があげられている． 

【技術的検討課題】 

①道路階層区分の再検討 

②性能指標と性能目標の設定 

③各種条件で変化する交通性能の分析と推定技術 

④変動する交通需要の考慮 

⑤交通性能を確保するための道路構造と交通運用 

⑥実務での適用性 

これらの技術的検討課題に対して，性能指標を速度で

とらえた多くの研究蓄積が進んでいる．本研究で着目す

る性能目標の設定という観点ではいくつかの課題が存在

する．性能目標の設定にあたっては，道路利用者として，

ドライバー，政策立案者，道路管理者の 3つの視点があ

ると考えられる． 

ドライバー視点では，例えば，洪ら2)が多車線高速道

路を対象に，内海ら3)が往復分離 2 車線自専道を対象に，

85%tile 速度の推定を行っている．85%tile 速度は，実勢

速度≒ドライバー本位の速度とされており，この指標値
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を性能目標とすれば，ドライバーの満足度を評価するこ

とが可能と考えられる．一方で，自由走行に近い状態と

なるため，道路を有効活用したい政策立案者，道路管理

者としては過大目標になるおそれがある． 

政策立案者視点では，例えば，下川ら4)がネットワー

クとしての性能目標として，起終点間の移動に着目し，

国土形成計画で示されている「全国 1日交流圏」や各都

道府県が有する「時間交通圏構想」等の拠点間所要時間

から目標旅行速度を設定することを述べている．この場

合，性能目標の説明性は高いと考えられるものの，道路

ネットワークは，階層の異なる路線・区間によって構成

されているため，それぞれの階層に対する性能目標を設

定する必要がある． 

道路管理者視点では，道路を賢く使う観点から道路ネ

ットワーク全体としてその機能を時間的・空間的に最大

限に発揮させることが考えられる．しかしながら，道路

の有効利用という観点からの性能目標に関する研究は見

当たらない．そこで，本研究では，道路の機能を最大限

に発揮させる観点から性能目標の設定と交通性能の把握

を試みることとした． 

以降の構成は以下の通りである．第 2章では研究の考

え方を述べる．第 3章では，道路交通性能目標の設定方

法と設定結果の考察を行う．第 4章では，道路交通性能

の把握と把握結果の考察を行う．第 5章で，成果と今後

の課題を整理する． 

 

 
2. 研究の考え方 

 

本研究は，まず，道路の機能として道路の利用効率に

着目し，直轄国道に設置されたトラフィックカウンター

から得られる交通量と旅行速度を利用し，交通量，旅行

速度，Traffic power という指標値の関係を作成する．こ

こで Traffic power とは，Werner Brilon5)の提案する指標で

交通量と速度の積で表わされる． 

高い速度で多くの交通量をさばいた時 Traffic power が

大きくなるため，道路の利用効率を評価するのに適して

いると考えられる．交通量，旅行速度，Traffic power の

関係は図-2 の通りとなる．Traffic power が最も大きくな

る時の速度を性能目標とする． 

TVqE T・・    (1)  

ここで， 

  E：Traffic power (台･km/h) 

q：交通量(台/h) 

VT：速度(km/h) 

T：集計時間(h) 

  

 

3. 道路交通性能目標の設定 

 

(1) 道路交通性能目標の設定手順と利用したデータ 

道路交通性能目標の設定手順は以下の通りである． 

手順１ 全国の直轄国道のトラフィックカウンター(851

箇所)を対象に，平成 27年 9月から 11月の 3か月間の

データを利用して，上下方向別に Q-V 図を作成する． 

手順２ 作成した Q-V 図を目視確認し，交通容量が表

れているトラフィックカウンター・方向を目視で確認

の上選定する．結果 102の箇所・方向となった． 

手順３ 選定箇所について，交通量，旅行速度，Traffic 

power の関係を作図するとともに，図-2 に示す V0，

Vw，Vc，Qw，Qcを集計する． 

 
図-1 性能照査型道路計画設計の概略フロー1) 
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手順４ 選定箇所について，表-1 に示す道路構造別に

分類し，V0，Vw，Vc の 75%tile 値，中央値，25%tile

値を集計する． 

 

(2) 道路交通性能目標の設定結果とその考察 

道路交通性能目標の算定結果を表-1 に示す．非自専

道完全アクセスコントロールについては，サンプル数が

２つと少ないため，参考値扱いとして考察する． 

最高速度（自由旅行速度）V0 については，自専道に

おいて 76.3～85.8km/h，自専道以外で 56.0～65.0km/hとな

った．自専道以外では，車線数が 4車線以上の方が最高

速度（自由旅行速度）V0が高い結果となった． 

Traffic power 最大時の速度 Vw については，自専道に

おいて 56.5～64.5km/h，自専道以外で 40.0～49.0km/hとな

った．最高速度（自由旅行速度）V0 同様，自専道以外

で，車線数が 4 車線以上の方が Traffic power 最大時の速

度Vwが高い結果となった．  

最大交通量時の速度（臨界速度）Vc については，自

専道において 39.3～54.3km/h，自専道以外で 28.0～

37.3km/h となった．最高速度（自由旅行速度）V0，

Traffic power 最大時の速度 Vw 同様，自専道以外では，

車線数が 4車線以上の方が最大交通量時の速度（臨界速

度）Vcが高い結果となった． 

主観的考察となるものの，算定結果は，実感に整合す

るものである．道路構造分類については，任意に設定し

ているため，今後妥当性の検証が必要と考えられる． 

 

以上の結果より，V0 を超えると自由走行状態より高

速度となるため走行の安全性を担保する上限目標として，

Vw を効率的な道路の利用状態を把握する目標値として，

Vc を非効率な道路の利用状態を避ける下限目標値とし

て設定する． 

 

表-1  V0，Vw，Vcの集計結果 

Vw N 25%tile 中央値 75%tile

自専道 8 56.5 59.5 64.5

非自専道 94 40.0 45.0 49.8

完全アクセスコントロール 2 62.5 63.0 63.5

アクセスコントロール不完全 92 40.0 45.0 49.0

車線数2～3 37 38.0 41.0 46.0

車線数4～ 55 42.5 46.0 52.0

Vc N 25%tile 中央値 75%tile

自専道 8 39.3 48.5 54.3

非自専道 94 28.0 32.0 38.0

完全アクセスコントロール 2 43.5 47.0 50.5

アクセスコントロール不完全 92 28.0 32.0 37.3

車線数2～3 37 23.0 29.0 33.0

車線数4～ 55 29.0 35.0 38.0

V0 N 25%tile 中央値 75%tile

自専道 8 76.3 78.5 85.8

非自専道 94 56.0 62.0 65.8

完全アクセスコントロール 2 81.8 82.5 83.3

アクセスコントロール不完全 92 56.0 61.5 65.0

車線数2～3 37 53.0 60.0 64.0

車線数4～ 55 57.5 62.0 66.0

 

 

図-2 交通量，旅行速度，traffic power の関係の例 
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4. 道路交通性能の把握 

 

(1) 道路交通性能の把握手順と利用したデータ 

道路交通性能の把握手順は以下の通りである． 

手順１ 表-1 に記載の V0，Vw，Vc の中央値を利用し

て表-2 の通り性能目標を設定する．設定した性能目

標をQ-V関係で示すと図-3の通りとなる． 

手順２ 全国の直轄国道（有料道路は除く）の DRM リ

ンクのうち本線リンクのみを対象に，平成 27 年 4 月

から平成 28年 3月の 1年間の ETC2.0プローブ情報を

利用して，昼間 12 時間（7 時台～18 時台）の走行サ

ンプルの区間旅行速度の平均値，5%tile 間隔の%tile 旅

行速度を算定する．  

手順３ 算定結果について，表-2 に示す道路構造別に

分類し，道路構造別に道路交通性能を考察する．この

際，道路構造別の分類には DRM データベースに含ま

れる道路構造データを利用したものの，アクセスコン

トロールの状態が判別不能であったため，アクセスコ

ントロールの別は考慮しないこととした． 

 

(2) 道路交通性能の把握結果とその考察 

算定対象とした DRMリンク数，延べ延長，ETC2.0プ

ローブ情報のサンプル数の基本情報は，表-3，表-4 の

通りである．昼間 12 時間を合算した算定であるため時

間的なサンプルの偏りによる影響が含まれている可能性

があるものの，サンプル数が非常に多く，区間旅行速度

の平均値，%tile値の精度は高いと考えられる． 

区間旅行速度の平均値を基に，性能目標に応じて交通

状態を分類した区間延長割合を図-4 に示す．自専道で

は，L2 の割合が高い，一方で速度抑制を検討すべき L1

の割合も高い．自専道以外を見ると車線数４～の区分で

L4 の割合が 45%と高くなっている．本来，高い交通性

能が求められる車線数が 4以上の道路で交通性能が低下

していることがうかがえる． 

次に自専道区間を対象に，速度抑制策を考える．図-5

は，自専道区間を対象に，DRM データベースの車道幅

員を往復合計車線数で除して，車線幅員を算定し，2 車

線区間，4 車線区間それぞれ，車線幅員別に実勢速度と

いわれる 85%tile 旅行速度の分布を箱ひげ図にて示した

ものである．なお，停車帯が設置されている場合，停車

帯が車道幅員に含まれるため，上記の算定方法では，実

際の車線幅員と整合しない．このため，本集計において

は，車線幅員が 3m，3.25m，3.5m，3.75m という実際の

車線幅員と整合する区間のみを抽出している． 

車線幅員が 3.25m の場合，4 車線区間の方が 2 車線区

間よりも速度が低くなり， 車線幅員が 3.5.m の場合，4

車線区間の方が 2車線区間よりも速度が高くなった．こ

の理由として，車線幅員 3.25mの場合，隣接車線の存在

表-2  性能目標の設定値 

V0 Vw Vc

自専道 78.5 59.5 48.5

非自専道でない 62.0 45.0 32.0

完全アクセスコントロール 82.5 63.0 47.0

アクセスコントロール不完全 61.5 45.0 32.0

車線数2～3 60.0 41.0 29.0

車線数4～ 62.0 46.0 35.0

Q‐V

Q(台/h)
V
(k
m
/h
)

Vw

V0

Vc

L1：速度抑制を検討すべき状態

L2：良好な状態

L3：通常の状態

L4：速度改善を検討すべき状態

 

図-3 性能目標に応じた交通状態のイメージ 

表-3 算定対象DRMリンクのリンク数と述べ延長 

リンク数 延べ延長(km)

自専道 4,401 3,283

非自専道でない

完全アクセスコントロール

アクセスコントロール不完全

車線数2～3 60,544 31,723

車線数4～ 46,926 9,846 
表-4 算定対象DRMリンクのデータサンプル数 

サンプル数 10
以上

20
以上

30
以上

40
以上

50
以上

100
以上

500
以上

自専道 0.3% 0.2% 0.1% 0.2% 0.7% 8.5% 90.0%

非自専道

完全アクセスコントロール

アクセスコントロール不完全

車線数2～3 0.4% 0.4% 0.4% 0.5% 2.0% 14.6% 81.8%

車線数4～ 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.1% 1.6% 98.3%

36%

26%

11%

55%

48%

22%

5%

15%

22%

4%

10%

45%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自専道

非自専道

車線数２～３

非自専道

車線数４～

凡例 L1 L2 L3 L4

図-4 区間旅行速度の平均値による交通性能評価結果 

（交通状態別の区間延長割合（%）） 
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により，必要な側方余裕が確保できていないものと考え

られる．一方で，車線幅員 3.5m の場合，隣接車線が存

在していても，必要な側方余裕が確保できているため，

85%tile 速度が高くなったものと考えられる．実際，2 車

線区間では，車線幅員 3.25m，3.5m で大きな変化は生じ

ていない．幅員構成により自由走行状態の速度をコント

ロールできる可能性がうかがえる． 

 

 

5. おわりに 

 

本研究では，直轄国道における道路構造と速度の関係

から，速度に着目した性能目標の設定方法と ETC2.0 プ

ローブ情報を利用し，交通性能の把握を試みた．その結

果，得られた知見は以下の通りである． 

①交通量，旅行速度，traffic power という指標値の関

係から性能目標設定の考え方を提案した． 

②提案した性能目標設定の考え方にもとづき，性能目標

に応じた道路の交通状態を区分した． 

③直轄国道を対象とした交通性能の把握結果から，自専

道においては速度抑制を検討すべき区間割合が高いこ

と，自専道以外の車線数が4以上の道路で交通性能が

低下していることがわかった． 

⑤幅員構成により自由走行状態の速度をコントロールで

きる可能性があることがわかった． 

 

今後の課題は以下の通りである． 

・本稿の分析における道路構造別の分類は，筆者が任意

に分類しているため，その妥当性の検証が必要である 

・信号交差点数，信号交差点密度など本稿で考慮してい

ないものの，道路交通性能に大きな影響を与えると考

えられる道路条件を考慮する必要がある． 

 

性能目標の設定にあたっては，高い説明性が求められ

る．引き続き，ETC2.0 プローブ情報やトラフィックカ

ウンターデータ，道路構造データを活用しながら，より

説明性の高い性能目標の設定方法について研究を進めて

いく予定である． 
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ATTEMPT OF MEASUREMENT OF ROAD TRAFFIC PERFORMANCE USING 

ETC2.0 PROBE-DATA 
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図-5 自専道区間における車線幅員別の 85%tile旅行速度 
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